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山口大学・東アジア近代経済産業史研究センター創設構想

一束アジア地域アーカイブ国際連携ネットワーク形成と山口大学の国際中核拠点、化一

はしがき

はしがき

(1)構想と提案

(2)始動と発進

(3)一時停止

あとがき

表題のプロジェクトが平成26年度の「山口大

学戦略的研究推進プログラム・新呼び水プロジェ

クトjに，単年定認定事業として，採択された。

提案は3年間であったが，大学の限られた予算か

ら，単年度の成果を見て，再応募による継続可否

審査を行うとの条件付きの採択であった。結果的

には，平成27年度継続採択とはならなかったが，

平成26年度事業は 山口大学の「新呼び水プロ

ジェクトJ支援事業の積極的成果を示す事業とし

て成就したことを特筆しておきたい。

というのは，本プロジェクトは，旧市IJ山口高等

商業学校の東アジア近現代歴史資料遺産を継承す

る山口大学が，同様に旧制高等商業学校の歴史資

料遺産を引き継いで新制大学に移行した西日本の

地方国立大学と共有する史料所蔵・活用課題を浮

き彫りにしたからである。それは， 日本のアカデ

ミー界がアジアの近現代史とどのように向き合

い，歴史資料遺産に対して，如何なる姿勢で活用

に臨むべきかを問う国際カンファレンスでもあっ

た。例えば，アメリカ合衆国のハーバード大学

イェンチェンライブラリーやスタンフォード大学

フーバー研究所は，東アジア近現代史資料所蔵と

デジタル化による教育研究への活用の充実で知ら
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れる。台湾・韓国・中国・シンガポールでも，国

を挙げて歴史資料のデジタル化と教育研究への活

用が推進されている。日本は この学術文化分野

では，かかる諸国の後藤を拝する。 USAや中国・

韓国・台湾からお招きしたスピーカーの先進的な

取り組みに関する紹介を拝聴して， またある国の

研究機関からお招きした方からデジタル化事業へ

の助成金提供の申し出すらあって，身の量き所が

ない患いであった。アジア諸国の取り組みに対比

して， 日本のアカデミー界は，この問題に如何に

向き合うか，そのスタンスを問われている。折し

も今日，戦中期の強制労働問題が， 日本企業のア

ジア事業の行く手に立ちはだかる。ドイツ企業は

1980年代末に強制労働問題に向き合った。大学や

研究機関の歴史研究者に研究資金の提供と内部資

料の公開を行って 戦中期強制労働の実態研究を

推し進めた。研究は強制労働の真相を詳らかに

し企業は真相を受け止めた。今日， EUや東欧

諸国においてドイツ企業の存在力が受け容れられ

ている一つの背景に，そうした戦前戦中期の企業

行為の清算があるように思われる。

ビジネスでも，文化学術交流でも，アジアはと

ても狭くなっており アジアの人々の生活も相互

に身近になっている。そうしたなかで，本プロ

ジェクトの事業は，単年度ではあったが， 日本の

アカデミー界が，腐朽危機にあるアジア近現代史

資料遺産に対して，如何に向き合うのかといっ

た，アジアの喫緊の要事に波紋を広げる-1jを投

じたと思う。
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(1 )構想と提案

明治期から大正期にかけて.官立の高等商業学

校が設立され.国によるピジネス人材教育に力が

入れた。官立以外に，公_¥'(・私立の商業高等学校

も設立され，戦後改組を経て今日まで歴史を継承

するところも少なくない〆山[J大学経済学部もそ

うした!日制高等商業学校に系譜をさかのぼる

である。因みに l自書IJ官立高等寵業学校を上げる

と，東京高等商業学校 (1887 明治20J年・現象

橋大学・ 1920年，東京商科大学に昇格)， 

等商業学校(1902年・現神戸大学)，山口高等臨

業学校(1905[明治38J年4月・現山口大学入長

崎高等商業学校 (1905年9)J.現長崎大学入小樽

高等高業学校 (1910年・現小樽商科大学入名

屋高等商業学校 (1920[大正9J年・現名占犀大

学)，福島高等商業学校 (1921年・現福島大ヴリ，

大分高等商業学校(1921ir.現大分大学)，彦根

(1922年・現滋賀大学入和歌山高

等商業学校 (1922年・現和歌山大学入横浜高等

商業学校 (1923年-現横浜

商業学校 (1923年・現香川大学)高岡高等

学校 (1924年-現富山大学入台北高等商業学校

(1919年・現台湾大学管理学院人京城高等商業学

校 (1922年・現ソウル大学校)，大連高等商業学

校 (1941年.1946年廃止)。

本稿で取り i二げる「東アジア控史資料遺産」は，

戦後一両日本地方大学において継承されているロと

くにLlJLJ 大学は，戦前戦中期jにおいて東アジアの

歴史に深く関わって人材育成に寄与した匙跡を刻

むので， 1日満州|国や朝鮮半白の産業や経済に関わ

る第l次資料を所蔵する c しかしながら.斯かる

資料に記された歴史の記器b 戦後71年の今日，

往時の情報媒体の腐朽と共に消失する運命にある

のであろうか。流言や虚説も人々の意識を支配す

れば，既成事実と認識されるようになる。歴史事

実とは，人々の!が史認識の数だけ存在することに

なる。 70年前のft主党資料は.高額費用を投じた脱

鼓処理によって一時的に延命できるにしてもー!寓

朽を免れない三

21世紀の今 11，東アジア歴史資料遺産のデジタ

ル化と国際連携活用に関して， U SA，中 1:fJ，韓

国，台湾， シンガポールなどにおいて， IoT時代

のインフォーメーション主主術(ICTJ を活用して

|臼弊的な所蔵 1~~:浬・活用体制から脱皮しようとす

る先進的取り組みがあるコ日本においても.例え

ば， ~玉i 立 において司限られた予算の中

で.デジタルアーカイブ化が取りまnまれている o

fアジア歴史資料センタ -J部門を設けて， I国の

機関が保管するアジア歴史資料を，データベース

化して公開Jしている c しかしながら， 日本は，

国家的文政戦略において畳史資料遺産の価値を評

価し国策的に保全しようとする歴史認識や保全

体制が確立しているとは言い難い。戦後のドイツ

と対比しでも， 日本は.国公立文書館や私企業文

書館のいずれにおいても.格段の貧寒状態を感じ

るのは，筆者の謬見であろうかつ

以下に掲載するのは.平成26年度の IJJ口大学

戦略的研究推進プログラム・新呼び水プロジェク

ト」への申請書:であるごそこに書かれた提案は，

単なる歴史資料遺産の保存を日的とするデジタル

化ではなし Eコ「申請書」からは 束アジアの歴史

資料遺産の一部を継承する山口大学において.プ

ロジェクトに参加する学者諸氏が， 、Ij該資料の望

ましい取扱いんーについて，いかなる見識と問題意

識を共有しているかを.読み取ることができるで

あろうコ



プロジェクト名

Illr 1)ぐ下・東アシア近代経済i主業史研究セシター剖l'立構fJ_(

山口大学「新呼び水プロジェクト(研究拠点形成型)J

(戦略的研究推進プ的.弘)申請書※

山口大学・東アジア近代経済産業史研究センター創設

( 83) -7-

ー東アジア地域アーカイブ匡際連携ネットワーク彰成と山口大学の霞際中核拠点化ー

2 プロジェクト期間 平成 26年度 ~ 平成30年度 5年間 |経費支援は3ヶ年度以内

所属・職 経済学部・教授 吉川澄明

3 研究代表者

電話番号

4 研究グループ

氏 名 所属部局(専攻等ト職名
現在の専門

役割分担
学位

({¥:六行)
紙i所却(経営!と)・教民 同γ:修 i ブロジ クト統括(H26-27WI主)

[1)-)11 {~"明

けんえ日)※
経J庁中，'ii;(情報不1';::)・教授 1 ~'f:j宰 1

ブロジ、 クト杭.jf，(H28即30{lcJ主)

2 Allotted t乱skfor IT-Data-base 

仁3 市長消部 (~毛常'[:) ・教N: 経営~f: 1 咋 l ‘ Representative， 東i[!i帝王ifi仰い究所

ート一一一一一一

4 山11ん';':[:.<:1書館(前IluukJ・数民 文学{I年I Representative， ilJ 1 1大総合[/(1主主計

5 人父、i三日r;(12<1書館仙科1';::)・准教授
自[jrfi情報

Team Leader for IT-Data-base 
修 L

6 
メディ γ )占盤ゼンター(情報科

f'H)-;::同[J: Allotted task for IT-Dataゃbase
学). iff救援

i 
知的財1;(センター(J;11i'I(jl!j-，;r"tl・

il/iふ t- Representative for lntellectual 
教托 property ofYU-Historical documents 

8 
農学;'Hj (民主環境.'rN泌 i学)・教

畏γ:博 1: Team Leader to YU-Historical 
J乏 documents 

9 経消乍i'jl;(IE[I際環境保全:論)・教段 経済'苧{I呈卜 Team Leader to Archives in Taiwan 

10 経済(中出経済論)・教授 京芸j斉学{I]'t Team Leader to Archives in China 

11 
人x_γ:;'j[j (11-Il1:1明治11:)'代交通史)・

文学{Iま[- Allotted task for Chim)se archives 
i十士教{乏

12 人x_';::;，;:r; (l¥:族学)・数民 文学博 i
Allotted task for Korearr Taiwan 
archives 

ト一一一一

13 経出'/:，';1;(侍LIiJ経消rihli)・教授 料消，、川専| Team Leader to Archives in Korea 

14 料消;::;';-[;(111[k[料1所iと)・教長 経済ずてf¥草i Team Leader to Archives in USA 

15 お(背中;';-1¥(lt1i史教1'1"/:)・教ね 文:';::{Iきi Allotted task for German archives 

ト一一一一一一

16 経済中立1;(経済史)・教詑 教育学修 i Team Leader to Domestic Archives 

卜一一

17 
Stanford University， (十I:iミ守:)・車交

社会学1'1/1 Foreign nwmber of Project 
授

18 村流';::if~ (会計ぞ)・教長 持営令官主 l Financial Manager 

L …ー…

※ブ口シェクト・メンバーの1181人?'1'/irJ愛
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5 研究プロジェクトの概要

【本研究プロジェク卜の特色!研究推進核(時間学研究所，先進科学イノベーション研究センター構想)の形成，連携する内容・研究

グループの構成 7 研究内容と大学附設研究所すセンターとの関連性を具体的かつ簡潔に記入してくださいJ

(1)【特色} 山口大学東亜経済研究所及び付篇図書館の所蔵藍史資料(玄警の開館経賞資理)をベ

ースに、 f山口大学・東アジア近代経済産業史研究センターj を創設、東アジアにおける近代経済鹿業

史アーカイブ国際連携ネットワークの中核研究拠点の地位を確立する。この戦略に向けて、全学から

組織的・人的資源を結集し、タスクフォースを結成。 3 年次に、.rSP~I型車拠虫連携事業ど官庁三
77立方空塑基盤堅盛型j に応募し、由民志望まζ愈驚噴煙裏7%玄関醸空援費費提怠i農護軍票襲警
壬三竺士友皇之費費支之翌三Lrこ発展させる。

(2)【研究推進核形成と根拠}①先端邑然科学と歴史学の融合(例:IlJ雨前資料を11.'fI::J〆 . fJ;1境 ';::-~i ，t;-!l J 表
ILJ w大学は、明治・大E ・8tH!1戦qJ期支で、そのliii身(特に!日記Ij1I1 

~l 高等商業乍校)時代に、 [1 本と朝鮮半島・ 111 回大|港との歴史的な関係に深くホケび付いた顛際空務費
費二教賓拠患のコヨ三長二それ故、戦前の東アジア産業経消・企業活動に関わる、盆ζ賓館差'Jt
之引去三変質概1由民友業安知的資麗三麓賞驚漉上が収集され、また戦後アメリカ l石川部押収}押

収資料や押収[11Jj壁・所在不明資料を除いて、ノ?打、山口大学付属|ヌi書館と東臣杯ニ消研究所;二所蔵二②

二、近代東アジア地域の経済・産業・企業活動の!t!とを

しようとする国際気運が高揚。③IU口大学は遺J主主j是正と二鑑みても、:::(7)3:J1. 

野でブt3jfAめなE療や技研5e;抱F.fと Lで、主導的役割を国外から求められ、力量をIllJわれてし、る二

(3)【固瞭連携】東アジアの近代経済産業史資料を保有する関係[E]アーカイブ!日jの[E[際連携を呼び掛け

て、上記の近代経清産業史資料データベース国際連携ネットワークを構築するつくじアジア地域:rl木、

韓国、中間、台湾、東高アジア諸国の関保アーカイブとの国際連携の構築ニ立アメリカ子子衆国公主主

館及び大学文主館連携(戦後米軍押収資料・押収資料移転先の迫跡調査)、雲押収川避資料・所花不明

資料調査。③i弓立公文書館アジア歴史資料センター・戦前 3大経涜研究所(現ゐツ橋ん・神戸大γ:・

山大東説経済研究所)の連携。⑤ドイツ公丈g館と連携(ドイツは盟主{¥;に戦ql期企業史研究着手)。

(4)【組織構成】学内専門家の総}Jを結集したタスクフォース結J}(:学内の歴史.t t !.: ~i，主情報学・lT.
A手人材、 ~l J大i火|書館・崖学公連携センター・知的財産センター・ LI日・メディア法位センターの協力。

東研所蔵資料H鈷編集に従 zむした元教職員各 11'1 (定年退職)を相科τ 学外:!主友援忠資数民強心関

fkをもっハーバード大図書館・スタンフォード大、韓E大学のから協力者の招鴨υ

6 研究プロジェクトの概要国

【研究プロジェクト全体のポンチ絵を提示してください。}

「近代産業経済史研究センターj 創設と「資料データベース国際相互利用ネットワークj 概要図
① 111 日大学~"J肢アーカイブとする f千百アーカイブ、 fずれ減資料情報データの IJ]際相 I{不Ijfn (合、 4ミデジタノレ資料相 11:平IJ

汗J):東アジア近代経済産業史とッグデータ相託手IjJHIEJ際連携システムゴ〕構築を日系ナ

②デジタノし資料及び紙保体資料ぴ)Irl際和互利用ネットワーク構築/，-!iづけたIEJ際法次協定締結ど泊り仙仁、

③各国関係え:書館・問書館所!減資料ぴ)デジタノレイヒ実態と [1，]際相足利用に山寸る調合i研究

④j玉i内関係資料センターとのリンク(国立公文書館アジア特史資料センター・)(~l':よ書館等)のx収

⑤最終的に、_!lHl主空1裏Z2T近的経費産業車型賓雪之竺コよi費量iーを核i三L三、同センターがリーダーシソソ企
探る、[資料データベース国際+I1 1[ 利 JTJ ネットワーク J~構築J

⑥企業会主保賓壁史資樫りJ賓f賞受A三塁業主閉蛤~三千…聞援経費主賓填

アメリカ国立公
文書記録管理局

I~.. 

l"ミ~

神戸大学経営
研究所

己 面立国会関醤 館

(所J蔵 渇 絵 文書)

ド有 | -t長/ノ

中国近現代経

済史・産業史

資料アーカイブ

韓菌近現代経
済史・産業史

資料アー力イブ

日
橋 大 学 経 済
研究所

日
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7 研究計画
【本研究プロジェクトにおける研究計翻・方法，各種競争的外部資金への応募計菌などを異体的かつ簡潔に記入してください。】

[平成 26年度] <<急進襲患襲撃壬え史毘ピ;之畏之費銀支主主r創設準備と国際連携予備交渉》

(1)東アジア近代経済産業史研究センター創設策案と、国際連携ネットワーク構築予構交渉:

「東亜経済研究所」の発展的改組を含めて、同研究センター自IJJ没を準備。同時に、東アジア近代経

済ぷ業史資料を保有する件同関係機関(主に韓国・中国・台湾.USAを優先)に参加を呼掛けて、

テムの構築を日差す。以ド、交渉先

①台湾:[:El~主制実管理局 (:\at iりnalArchives Administration)、国y:自立(AcademiaHi slorica)、出史館台湾文献釘{

(Ta iwan Histori川)、中央研究院(Acadcmi3Sinic3)、近代史研究所(Insti tute of Modc'rn History) c 室主整監盟
韓|同開史情報統oシステム (KorcanH i sto1'y On-] inc)、!司史編纂委員会 (N3tional Jnsl i lute ()f KorωHl Hislory)、
同友記録読 (¥3tiリnalArchivc目。fKor(3) 、ナラ記録館 (~a 1'a Repos i t川、y)、歴史言己妹館 (Histo1'yR(泊pository)、ソ

ウ/レ大学校 (SeouI ¥at iona 1 l'n i ve下sity) L!>;!7"閣韓国学研究院(KyujallggakTnstitut(' fo工、 Koreaれればies)、韓[cl

IE]点中央毘書館、自伝テ、ジタル図書館。③中華人民共和国:中華人民共和国出家利案局 (TheSt3tC A1'chive日

lIdministration川、 thePeople' 日 Rcpubli (、 ofChi na)、l['lls]社会科γ:院(ChincsclIcadcmy of Social Scienccs) 近

代!と{研究所(Tnsti tute of ¥10小、rnHistory)、It1国第ー歴史柑案館(Thl、ドirstHistorical Archiv凹 ofChi na)、'1'
[EJ第;歴史柏案館 (TheSecond 11 i 日to1'icall¥1<十lives01' Chirw、南京)、存地政府枯葉:処(GovcrnmentR('cords Sc1'v i (、p

of HりngKong)、マカオ歴史料東館 (HistoγicalArchi¥山口f¥lacao) 、一件港・マカオ・広東日本研究大学聯台(Tlw

lnivcrsity All i汁nn'fo1' J apancs(、Studiωin flK vlacau & (;l)lっつ④米国その他 シンガホール国.'1{公文怠館(¥Jational 

A1'chivcs ()f Sin民社i】ore)、栄 il研究プロジェクト (Australia-.Japan Rcscarch P1'ojc(、t)、オーストラリア圏、工大

(AustralianN川 ionalunivcrsity)アジア・太平洋学部((川 i叩 01'Asi白&the Pacific)、米!A!ll立公文書館仰tjonal

ArchivesJ・議会図書館 (Li bra1'Y of Congr、ess) ・東 'lli臨書館協会 (Counc、iI on East Asian Libr呂1'i円) . 

Harvard-Yenching Library、英悶 Impcrial¥¥ar¥!useums、ケンブリッジ大学(rniver日ityof Cambridge)アジア・ 11'

東研究学部 (F，Kultyof Asiiln and Middlc EasLern Studi 山)、 ドイツ現代史研究所 (InstituLeぱ仁川lLempOrelry

lIi sl oryL lfSA 関係大学図書館l士、害IJ愛。上記機関の三塁〈からだ)責商資料デ三タル化と公開室~められお;そも

(2)東アジア関係文書館所蔵資料の実態及びデジタル化状態に関する調査・研究 上掲の韓由・中同・

台湾関f系文書館を中心に取り組み、成果を踏まえ、橋次拡大。

(3)東軍経済研究所所蔵資料の終戦直後消失資料に関する語査・研究 本調査は、「東亜経済研究所(ア

ーカイブ) J を東アジア近代産業経済史文書館国際ネットワークの国際't1核拠点に位置付ける必須

条件。①米車府立:Z.'gj書虜似ti()}2llLArchi ves) と、その後の移管先大学図書館(~~，Ijl 不詳)の調 iqを実施する
*極経済研究所所蔵資料リスト編纂で小心的業務を果たした 2人のj乙教職員(大林nTI.[t;:.大庭平内朗氏、本I]I，iri

;_t:c:，=)頁参閉のこと)を相轄(タスクフォースに協力) c 

(4)東亜経済研究所所蔵資料ヂジタル・ヂータベース化及び国際ネットワークの試行的着手

本格的な国際的デジタル資料相互利用システム構築へ向けて予備的研究。ハーバー

タル資料相 rl~利用を求める

(5)国際交流基金 (H26) ・トヨタ財団・松下幸之助財団の菌際助成プログラム (H28) ・JSPSi研究拠

点形成事業J (H28)に応募。

【平成 27年度] <<研究センター運嘗体制準備と国際連携予犠契約の締結》

(1) ¥ド成 26年度の成果を踏まえ、予備契約交渉、及び、講査継続(含、米国調査)。

(2) (1)経済産業史文書館国際連携ネットワーク構想に賢同を得られた相手機関から、順次、国際連携子

備契約を締結(本契約は、 JSPSi研究拠点形成事業J採択後。②「国際カンファレンスj 開催。

(3)終戦直後消失資料調査・研究の継続。

(4) IYr蔵資料デジタル・データベースの国際的相互利用に関する研究を継続。ハーバード大'/や韓国の大

がデジタノレ資料相互利用を求める資料を優先デジタノレ化。

【平成 28年度】 <<JSPS r研究拠点形成事業j 応募>>/採択司研究センター創設、不採択埠事業見直し

928年度J&お f研究艶点費参議事業y• roアジア・アフ翌カ学構基襲欝成型j に応募。

(1)採状の場台、①?国際連携本契約締結j と構想実現に着手(研究センター創設、資料相互利用田|際

ネットワーク構築)、②予備契約交渉・調査継続(合、米間調室)③刊之:之之、レ Lイきょ開催。

(2)イJ採択の場合、①平成 29年度再応募を目指す。②中間評価、③事業戦略の見直し。

(3)盤娃主茎:①終戦直後消失資料調査・研究、②所!議資料デジタノレ・データベースの国際的相互利用

に関する研究継続、 ③ノ、了円一ノぺ?コJ'ぞ三玄rsi

三ヱや梓同司;包左フ全f毛:がデシジ::j_芝1;企E資立}料相正至型担!日j旦主求ぷめ〕る窒丹持Jを{笹憂先デ正、竺夕タ♂!少子げ一f

【平成 2却9年度】 《研究センタ一運営始動>>/ 不探択=功診戦略の見直し.JSPS再志募

(1)採択の場合、①研究センター経営体mlJ確立、②アジア国際中核拠点化の実務開業。

(2)再不採択の場合、①既作条件で実現可能な「国際連携ネットワーク j 形態の実現を探る。②資料

… 三空主資J性竪i
民献を検討する。成 28年度までの成果を踏まえ、 予備交渉、及び、調査継続(含、米同調査)。

【平成 30年度】 《研究センタ一本格運営>>I 不採択司歴史資料(資産)運用戦略の転換

(1)採択の場介、①研究センターの本格通営の開始。②企業各社保有歴史資料の有償受人事業。

(2)訂不採択の場介、国立公文書館による山大保有資料のデジタル化・移管を検討するc
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8.研究プロジェクトにおけるロードマップ

【本研究プロジェクトにおけるロードマップを記入ください】
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国内外関係アーカイブ・データベース
A 国際電子情報ネットワークの技術問題

解消方策研究

9 研究プロジェクト実施体制図

【本研究プロジェクト各構成員の役割及び研究活動を支えるマネジメント体制がわかる体制図を記入ください】



111口大学・東アジア近代経済産業史研究センター創i没構想、 (87) -11-

1 0 これまでの研究実績及び準備状況
【本研究プロジェクトを進める上でこれまでの研究実績及び準備状況等について具体的かつ簡潔に記入してくださいJ

{研究実績】

(1) I東亜経済研究所|所蔵調査と所蔵目録の刊行事業 (1988~1991 年間文部省予算措置)。山口大学

経済学部編『山口大学経済学部東亜経済研究所東亜関係蔵主目録』全 5 巻、 1988 年~2002 年間刊
行(1干I1漢書分類の部J I和漢書書名索引の部J I和漢書著者名索引の:'fl日「洋書の部」川llE]語発音

順検索の部J)。同時にデジタノレ書誌情報公開作業が進行し、今日山口大学医書館で検索司となって

いる。この調査研究実績には、経済学却先輩教職員(特に 2人の定年退職教職員の彫心鐘廿'の尽力

あり:大林洋玉氏・元助教授・大庭平山朗氏・元職員 (東研の生き七号IJ との愛称)。

(2) 本プロジェクト・メンバーだけで、なく、定年退職や転出諸光学の献身的冊究実中立が今日まで継承さ

れていることを特記しなければならない。委細は、古川澄~lj1稿「東亜経済研究所の歴史J (~East 
Asian F()rum~、第 22 号、 2008 年 4 月 1 r-ì発行、山口大学東亜経済研究所、 3~9 rDに詳述。

(3) 上記事業を通じて、仁SA占領軍押収資料及び、押収回避等の目的での退避資料の存在を解明 lSA

軍押収資料は米両公文書館に保管された後、アメリカの大γ:[';(J書館へ移管されたと言われるが、不

詳。 lilli資料は、資料所在に対する調査を要する) (台川、 f-_掲稿、 3~9 頁に詳述)。但し、米国公文

書館から移管された先のアメリカ大学凶書館は不詳c 要調官。

(4) 2008 {j'. /1月、「東亜経済研究所J (アーカイプ)新設c 山口大学の積年の願望であった同文書館新

設のための建設資金は、民間]カミらの7引寸によって拠出された。その大半は、 ILJ 川宏氏(')~H、子、山口

経済同友会代表幹'Ji:・下松商工会議所会頭・山rrl石油(株)会長一徒11相父・故山 111苧太郎氏は山口両

商第 2期卒、街l尊父・山間託撫氏は同 22期λ山I1大学は斯かる篤志111mを忘れることはできないc

(5) 過去に所載資料に I1i Jする多くの研究実相が残されている(学術雑誌『東亜経済研究~ [1917年右IJflJl

参照)。それを踏まえて、今 rlの存在がある。閃みに、周知!の通り、戦前一三豊中期ハ主二乙経済

研究所は東アジアにおける il弓際rt1核研究拠点」であったし

(引 所蔵削川 用刻:tt:唐彦野釘の席上、衰弱子葉虜:山本Il青立教J乏(農学部)軒、 f帝i五111本の気象観樹ネッ

トワーク 満洲・関東州、IJl [単行本] (2011年 1Ji)、及び、 l，iJ著『満洲の農業試験研究Jl(2013年)，、

故先端iの時間学・気象学的視点ヵ、らの1I1本教授の満州研究は、続編図書の刊行を予定。

{準備状況】

(1)過去 30年の準備状況:経済学部は、過去 301rにばって、東証経済研究所の所蔵資料の把握と所

蔵体制の整備に取り組んできた。ト.述び〕通りの準備状況である。今後、このアーカイブそれt'J体は、

東アジア地域における近代経済史・産業史・企業史明究のための「同際中核研究拠点Jに前進させ

る基礎準嶺を終えてし、る。

(2) 条件整備へ向けた準備状況・過去の取制は、このアーカイブを「国際qJ1亥研究拠点」にシフトさせ

るための、一つの準備プロセスでもあったc 即ち、どのような条件が整備される必要があるかが明

らカミとなるプロザセスであった。 これもまた、 A つの準備状況である。

①アメリカ軍押収資料とその後の資料移管先を調査する必要があること、

②終戦|山後の押収IliJ避に起!大|した所在不明資料を調査する必要があること、

③東アジアにおける近代経済史・産業史・企業史資料について、中[斗・韓国・台湾など、関係各

国資料所蔵機関との国際連携協定を締結し、 [L]I深データベース・ネットワークを構築寸る必要

があること J海外関傍アーカィ:7'、からの所蔵資料デジ究fレ化~・公開要費l字、リプIfI文学の戦略的)好機)、

④東ri長経済研究所所蔵文占のデジタノレ化と知財保護の制度化を図ること、

③関係各団資料19f議機関の所載資料のデジタノレ化実清を把挺し、デジタル資料・紙ベース資料に

ついて、国際データベース・ネットワークの実現可能形態を探ること。

(3) 所蔵書誌情報の公開状況:111 r~ 大学凶 5館 HP において、 IFlífjlj 山口 i白に商業学校f読書検索を開設し

ているし斯かる占古志需報の公開(土、ヱ:誌カード[出i像晴報とキーワード検索を公開しているにすぎ

ないc 稿料とくに韓国・中国・台湾・アメヲカの大学図書館・文書館・研究者からデジタル・デ

ータベース提携角道援への足首L安五ぎがあ P、斯かる国際的軒青からも、山口大γ:が所蔵する近代

経済主業史資料のデジタノレ・データベース作成と、完ff分野での「国際中核研究拠点」形成が、東

アジア地域における山口大'''j:の存ι)J合高めることに資するものである。

(4) r学術資産継承事業委員会Jによる東亜経済研究所所蔵閲書資料のデジタル化事業の実績と開

題:デジタル化事業が進められており、本プロジェクトの子備的実純である。しかし、問題もあ

る。也子ジヲル化年、主主ヒデジタル生資料公開ムは、個別に、慎重な取扱いを要ごするミ塾邑~金子ジ
タノレ化資料は、紙媒体と共に、 /!Jp大学りjヌU均資産j である。失n}叶ピンターによるブイノレター

処理と離島手助資産'il!JtJを1J うべきである。その )j針や、あり jプの見 I~f しが必要である。 (b)近代経
済産業資料の中に盤ム重量が含まれる場合の法的対応に関する制度設計が不十分である(例之は、

聖主都公文書宣伝士、明治期資料 J こ汗±れる{[占|人情芽iに対して、f，j定公開 ~1了わたいご訴訟問題を手む).
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1 2 研究プロジェクト支援経費終7時における研究成果巨標
【本研究プロジェクト終了後の成果発信方法，広報対象，研究広報の具体策も記入してください。】

【本研究プロジェクト終了後の成果発信方法}

(1) r山口大学・東アジア近代経済産業史研究センタ-J業務開始。 JSPSr研究拠点連携事業・アジ

ア・アフリカ学術基盤形成型j への忠募:本研究プロジェクト第 3年次目 (H28年度)、応募。不

採択の場合、 H29年度再応募。研究センター創設は鷺集会自立主最長強農民生成暴発質。

(2) 国際カンフアレンス開催:平成 28~29 年度、[東アジア地域における近代産業経済史文書館間際
ネットワーク構築に向けてJ、間際カンファレンス開催。終 f後も、研究センター創設記念冨際カ

ンファレンスを開催、創設後は定期的開催。中国・韓間・台湾等から能う限り多くの海外関係機

関代表を招鴨、~事業~O)~静ぷJ重要民主国内外ιおど三共有土る。
(3)研究成果論文の公表:研究プロジェクト・メンバ一、①rlj大メンバー斗所属機関誌:日本語・ rt1

国語論文、外国メンバーコ所属機関誌:英語・韓国語、②関係機関知特代表者、所属機関誌にお

ける本プロジェクト関連論文公表(招帯条件)。

(4)研究センター創設後東亜経済研究所J広報誌 ~East As i an Forum~ 等にプロジェクト経緯紹介

(日本語・英語・中国語・韓国語)。曹実主;ど;竺?三上「静里会開/ステムを介し、世界に発信。

【阜墾塾塾}世界における東アジア近代経済産業史研究機関・アーカイブ・凶書館、研究者、東アジ

ア・ビジネスに関心を寄せる世界注業界、行政機関、アーカイブ助成機関等r

【研究広報の異体策}①創設後、研究センター独自のネット情報公開システム構築、②国際カンファ

レンス、③国際共同研究の組織化。

1 3. (自己アピールする点)
[本研究プロジェクトが，特に優れていると思われる点について具体的に記入してください。}

【山口大学のチャンス}

(1) 竺27地域1.:おり~-r:山へq玄きf (J)Zえず三xクf存在力を高める好機逸土う庁、空:東アジアにおいて、 H年
代の趨勢は、日本企業に近代史の見lOしを迫っている c ドイツと対比しても、 ~'I n}j ドイツ企業は 1980年代後半

から大学研究者に安託して、戦中全業らとを洗い置し、浄化した I1本企業はそれを繰り延べてきた。山口大"1:[;:<1
書館及び東軍経済研究所アーカイブに眠る近代経済史・産業史・企業史資料の塵扶が物誌である。 E仁の先f.1U(こ学
んで、

(4)アジアのコンペティター-東アジア域内でベンチマークすべきは、韓国・中凶 -ff湾における近代経済産業史

資料遺庄のデジタノレ化と公開への積極的な取り組みである。それら各国では、斯かる大学経営資源を生かした戦

略優イけ仕打ち出してし、る c 山口大学の経営資源は 13tかである。。空~H1il空白り)， I~A整担担l'L~t匡埜里担Jだ
ゴ二オ:ヲニグノて-止生!空iHWfliJf~l 三事と共iミ、社会科学分野での歴史資料遺産(士、大学の勿均貯若j、経営資源であ
る。純計学の組織論や戦略論が教えるj虚り、「死財」はコストである c 価値を生まないご匡ro::ニ夜、ずは死蔵である〉

(5)好機逸すべからず・判長の裁判所による商船三井社運機船の芳:し押さえ (1936年、前身企業がlJIliJ企菜所合一船

舶をm駆けは政争余波に見えるが、近代産業史の遣事である。ジア主二三 :;~J酬の[~左成長車場によ来を拓こう
ッブ経営者がrUfるように、近代経済史・産業史・企業史問題と正直iから|討さ:fTう

:主土三五丸山口大学は、'l'¥t:的なアカデミック・スタンスで、アジア地域において、、li波問題;こ対寸る

点となりうる歴史遺産(経営資源)に恵まれている。アジアの{玉i際気運だけでなく、

事業戦略に鑑みても、好機であるυ 伊し、

【山口大学の総合力と力量】
(1)組織の則論が教えるiillり、国際競争では、担蟻韓合方を発揮できるか否かが、成Wx:を決定づける。 産業界は[i';Jよ

り、アカデミー界でも、首言を要しない事である。;1記事業は、 Sec、tiomll interest 日を組織戦略に収数させて組織

総合力を発禅するときに、大学戦略の Breakthroughとなるような性格を持つ、大学レベル事業である。

(2)玄三主任tY4金竪豆豊里吉担主主三ふ全主主，日開量的資醇よ1>112宣車全員fj長 oζき、山 υ大学が保有する優れた来日
ンターJに生かすべきであるけ
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(2) 始動と発進

プロジェクトは， IKickoff Conference 2014 -

東アジア近・現代史資料所蔵文書館の国際連携

ネットワークの構築jの開催を目指して，予算交

付を受けた2014年7月末から始動した。メンバー

は，スピーカーやチェアを招持する活動，プログ

ラム作成，報告集の事前準備，会場準備など，山

積する数多く準備作業に粉骨砕身して当った。そ

れについては，すでに「はしがき」において紹介

したり全メンバーや大学職員や学生諸君の献身的

な貢献によって， 2014:年12月9日(日)，カンファ

レンスを実現することができた。プロジェクトへ

のメンバーや大学職員の熱意と問題意識は， 1開

催趣意書」の中に 次のような 3つのキーワード

を掲げて，主意表明されている。

「歴史を未来に生かすJ

「異分野連携J

「新しい学問分野の開拓」

121世紀初頭の今臼，グローパル化の進展，博

報通信技術(Informationand Communication Tech-

nolo邸入 ICT)やデジタル技術 (Digitaltechnology) 

の急速な発展に伴って，近・現代史の研究も， 2 

つの意味において，根震から見直しを迫られてい

る。一つは，歴史資料のデジタル化の進展と，各

国アーカイブ間の居際パートナーシップによる相

互利用の新しいあり方を開拓することである。も

う一つは， 20世紀までに発展してきた学問カテゴ

リーに縛られない，ディシプリンを越えた国際的

な連携研究による，新しい学問分野の開拓であ

る。東アジアにも，国際的な地域連携研究の新し

い時代が到来している。」

「本キックオフ・カンファレンスの日的は，東

アジア近・現代史資料所蔵アーカイブの国際連携

ネットワークの形成と，広域歴史情報を活用する

国際連携地域研究の実現可能性について，検討

することである。東アジアモンスーン域という

広域空間軸ι近・現代という時間軸を織り込

んで，幅広い異分野の国際連携により， 1汎東ア

ジア近・現代史Jを捉える新領域(広域歴史情

報を利用した異分野国際連携地域研究)への研

究革新を実現する新機軸への提案を期待するも

のである。しかし このカンファレンスを通じ

て，主催者が参加者に期待する成果は，次の問題

に対する解決策への提案で、ある。すなわち，学術

の国際的なパートナーシップや新しい学問分野

の開拓を支えるアーカイブの財務基盤を， どの

ような方法によって 確かなものにするのか?J 

(Building of Internαtionαl Cヲbげ Coo争げαtion

bet初 eenArchives Possessing Modeγn-Eαst 

Asiαれ HistoγkαlRε仁ords:Repoγt of Kickoff 

Conference 2014"， edited by Sumiaki Furukawa， 

New Pump-Priming of Yamaguchi University 

(ISBN9784990825706) に「趣意書」を収録，参

照のこと)0 

プロジェクトの後半事業の成果についても，す

でに「はしがきjにおいて 述べたとおりである c

残念ながら，平成27年度の申請は，山口大学「新

呼び、水プロジェクト(研究拠点形成型)Jの採択

の栄には浴せなかった。それゆえに，本プロジェ

クトの歩みは.一時的に停止しているが，その歩

みを止めたわけではない。

(3) 一時停止

上記の国際カンファレンスを呼掛けた理由は，

今日，歴史学・気象学・工学などの分野を超えて，

東アジアの多くの学者が [今こそ東アジアの歴

史問題， とくに西日本に集中的に残る歴史資料の

保全と国際連携による互恵的活用が必要だ」とす
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る熱き忠いが振っているところにある。その背景

には. もう一つの理由が働いている。資料紙質の

経年劣化による朽損が進み， 日本，延いては東ア

ジアの貴重な樫史資料遺産が夫われるという学者

の焦燥感があることである。承知の通り，中国・

台湾・韓国においては，近現代史にl浪らず，国家

が歴史資料の整理とデジタル化を，国策として，

強力に推進している c 管凡では.東アジア各国に

は，軍事防衛ラインの他に丈政的防衛ラインJ

を設けているi刻家戦略が存在するのではなしづ、と

の観測をもつのは!号、察だけであろうかつ東アジア

各国では，歴史資料の徹底アーカイプ化とデジタ

ル化に対する国家戦略と強力な丈政政策が成果を

上げているように思われる c それに対して， 日本

では， I丈政的防衛ラインJ戦略といった戦略構

想が国家戦略において欠落しているのではないか

との危疑を否定できないように思われる c

折しも，東アジアの近現代史に対する認識共有

の問題が政治問題となっている中，国内外から集

まったカンファレンス参加者A は，東アジア各国や

アメリカ合衆国のアジア!が史資料所蔵機関が束ア

ジアの歴史資料遺産の保全と国際的な互恵的手Ij)lJ 

について話し介い，国詰協力・連携体;lilJの構築に

向けて，未来志向的な学術的対話・交流を国際的

に推し進めるべきだ との認識を共イfしたc この

認識は，近年，種々のフォーラムや報道，学術研

究などに鑑みても. 日本IKJ内は同より，広く汎ア

ジアにおいて司政治リーダーだけでなく，様々な

知識人の間で，共有-されているといえるように忠

われる。未来志向的な交流の拡大が必要不可欠だ

と認識する知識人の「平和と安定」希求意識が働

いているからであろう c

戦後，事あるごとに日独は比較されてきたc ド

イツは，なぜ\腔史問題で i玉11;fJ-~政治の ìl問中に巻き

込まれでも，出 [Jを見出してきたのであろうかり

承知の通り， 1980年代から多くのドイツ企業が戦

中期の強制労働史を学者に委託研究させて，過去

を白日の下に晒し 賠償にも応じてきた。例え

ば， 1980年代から90年代にかけて，大子自動車

メーカー， V olkswagen株式会社やダイムラー・

ベンツ株式会社などが 近年ではAUDI社が戦

中期強制労働について学者に実態研究を委託し，

成果が刊行されている口ドイツ人は戦後， 白国の

歴史と常に向き合って来た Eむという経済共同

体の中で共栄を[叫る国家戦略を選んだことが理由

であるのかもしれないニ

戦後日本も. ODA等の巨費によりアジア関係

各国の復興を支援してきた口そうした日本の戦後

ODA投資実績については. rl守/Jミを嫌う 11本人の

民族性に起因するからか.余りにも国内外で知ら

れていないようにも忠われるけ 11 本は • J.ムーくアジ

ア諸同において汁本の歴史に学んで自民jの未来を

切り開こうとしてきた諸国を支援し当該諸同の

学生や若手研究者や産業人を育てることに貢献し

て来た二そうしたアジア諸国の中には，明治以来

の日本の発展史や，戦後日本の貢献を， 11本モデ

ルとして研究し，キャッチアップの昌標としてき

た国も少なくない〉

惜しむらくは，アジア全域を対象にして，近現

代歴史資料を蒐集・管理・新規発掘する事業シス

テムの構築という現代的な喫緊の課題において日

本が主導力を発揮しようとする国家戦略がH本の

昌政に欠如することである

当該分野では Ij l[jqや韓IEIや台湾の{走路を拝す

るかもしれない I}耳目本地域には.東アジアの近

現代世史資料遺産が存在するが，その国家戦略的

価値が認識されているとは思えなしL またアジア

歴史資料の蒐集とデジタル化についても，東アジ

アのJtぞ史とはi事政学的に距離のある関東にー核集

中の観がある口両日本にはアジア歴史文化交流セ
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ンター(語呂本分館)が設けられるのが，地政学

的にも自然であり，隣接する韓国・中国・台湾・

アセアン諸国から日常的に一般市民やビジネスマ

ンや，研究者・学生が往来交流している実情から

も，必須かと思われる口また酉 E本地域の国際化

と活性化には，過去の歴史に鑑みても，西日本の

地方大学や自治体公文書館などが連携して， [主i際

的に積極的な役割を果たし 東アジアにおいて輯

然として時代の地子線を超越したる存在であるべ

き理由が存在すると思われる。

行政機関の地方移転が推進されるなか，国立公

文書館の「西日本分館」新設も，東アジアでの丈

化学術交流を推進するという観点からも，一考に

値するように思われる。東日本や北海道が北方文

化圏において国際交流を深めているように，西日

本にあっては東アジア地域において経済・文化面

の関係を深めており 領土問題の高まる政治的緊

張を相殺するという意味でも 東アジア歴史資料

に関する文化・学術的交流は平和共存の追を

歩む一つの好機かともいえる。草葬の者が提唱す

る患、論は，甚だ烏i許の沙汰とも思えるが，これも

「長ナトIJに起居する者の気質だと笑覧に付しても

らっても，これまた 冥加に余ることである。

あとがき

本プロジェクトの構想、は，山日大学東亜経済研

究所及び付属図書舘の所蔵歴史資料(大学の戦略

的経営資源)をベースに 「山口大学・東アジア

近代経済産業史研究センターJを創設し東アジ

アにおける近代経済産業史アーカイブ国際連携

ネットワークの中核研究拠点の地位を確立すると

いった展望に根差していたり

地方国立大学は，今，国際的な競争戦略を問わ

れている。戦後ゼジネス人材を輩出して産業界に

頁献してきた。しかし， 21世紀の今日，地方国立

大学は，教育研究の国時競争の中で 20世紀に与

えられていたその存在意義を失っている。日本企

業のグローパルピジネスは大学教育体制の!日態か

ら排出する人材を求めない。大学排出のビジネス

人材は，アジア全体を見ても，各国大学が排出す

る人材の間で職をめぐる国際競争によって選ばれ

る。国際的人材採用制定を設けない企業は，国際

競争の敗者となりかねないからである。国家的運

営費交付金を受け取る地方国立大学は，財政逼迫

の中，交付金の受給資格を問われて然るべきであ

る。そうした地方国立大学の存亡への危機意識か

らも，本プロジェクトは，大学の遺産価値を生か

して，国際的に地方大学の存在力を示せる機会を

見出そうとした一つの取り組みであった。

かかる放胆な戦略構想にもとづいて，本プロ

ジェクトは，山口大学全学から組織的・人的資源

を結集し，タスクブオースを結成した。あわよ

くば， 3年次に， JSPS I研究拠点連携事業・アジ

ア・アフリカ学術基盤形成型Jに応募し山口大

学をこの領域の束アジア同際中核研究拠点(先進

竪史科学イノベーション研究センター)に発展さ

せることに脈を繋ぐことができるのでは， と期待

した。人は，望まなければ，意志)Jを発揮できな

い。地一方大学の国際競争を意識している学者同僚

がかかる認識を共有して.構想実現に夢を見た。

山口大学が継承してきた東アジア歴史資料遺産

の価値を重視して， I研究推進核」の形成を目指

すこととなった。根拠はある。

第一に，先端自然科学と歴史学の融合である。

例えば.旧高商時代に蒐集された膨大な資料を時

間学・環境学で活用することである。先端気象学

とj請けト|気象研究では，山本晴彦教授(農学部)が

世界をリードする。山口大学は，明治・大11L-昭

和戦中期まで，その前身(特に!日制山口高等商業

学校)時代に， 日本と朝鮮半島・中国大陸との歴
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史的な関係に深く結び付いた国際中核研究・教育

拠点の一つであったι それゆえに，戦前の東アジ

ア産業経済・企業活動に関わる，他に類例を見な

いような資料 (LU[]大学の知的資産=経営資源)

が収集され，戦後も継承されてきた。残念なが

ら，終戦直後，アメリカ軍が一部押収したが，返

還されていない。押収資料や押収回避・所在不明

資料を除いて，今日，山口大学付属図書館と東亜

経済研究所に所蔵されているじそうした史実もま

た，研究の一つの課題となるく〉

第二に中韓台経済の急成長を背景に，近代東

アジア地域の経済・産業・企業活動の歴史を関係

諸国間の国緊連携の形で再検証しようとする国捺

気通が高まっている。第三に 山口大学は保有遺

産の歴史性に鑑みても この分野で先進的な国際

中核研究拠点として，主導的役割を国外から求め

られており，その大学としての力量を問われてい

る。

本プロジェクトは， I国捺連携」という点では，

束アジアの近代経済産業史資料を保有する関係国

アーカイブ間の国際連携を呼び掛けて， .L記の近

代経済産業史資料データベース国際連携ネット

ワークを構築することを日標に掲げた。

第一に，アジア地域， とりわけ日本，韓自， rt' 

国，台湾，東南アジア諸国の関係アーカイプとの

国際連携を構築することであるの第二にアメリ

カ合衆国公文書館及び大学文書館連携(戦後米軍

押収資料・押収資料移転先の追跡調査)である。

ーに，押収回避資料-所在不明資料調査である。

第四に，国立公文書館アジア歴史資料センター・

戦前3大経済研究所(現ーツ捨大・神戸大学・山

大東亜経済研究所)との連携である。第五に， ド

イツ公文書館等などの先進的文書館との連携であ

る(ドイツは80年代に戦中期企業史研究着手)。

山口大学の当該取り組みを推進しようとする場

合，学内では，組織構成として，学内専門家の総

力を結集したタスクフォースを結成することが肝

要である。学内の歴史学・書誌情報学.IT . 

人材， I LJ大図書館・産学公連携センター・知的財

産七ンター.URA'メディアi基盤センターの協

力が不可欠である c 東研所蔵資料目録編集に従事

した元教職員各l名(定年退職)を招轄すること

も必要である。国際的には，山u大学の歴史資料

に強い関心をもっハーバード大図書館-スタン

フォード大，韓国大学との協力関係を構築するこ

とが重要であるご

以上にもまして重要な点が存在する。すなわ

ち，両日本に残る東アジア近現代史資料遺産を所

載する大学や公立・在、 \'f~ 文書館との連携関係の形

成である口西日本において当該資料を所蔵する機

関が個々の価値観に出執することなく.連携し

て，総力を挙げて，アジア歴史資料遺産を保全し

ようとする，アジア人の叡智を結集することが望

まれる。


